
（様式３） 

「不利益処分」の処分基準 

不利益処分の名称 吹田市立認知症高齢者グループホームの使用料の徴収 

根拠条例等の 

名称･根拠条項 

吹田市立認知症高齢者グループホーム条例第７条第１項、第２項、第３項 

吹田市立認知症高齢者グループホーム条例施行規則第 13 条 

所管部室課名 福祉部高齢福祉室 

処分基準 

▼吹田市立認知症高齢者グループホーム条例 

（使用料） 

第７条 グループホームに入居した者（以下「入居者」という。）は、毎

月本市に使用料を納付しなければならない。 

２ 使用料は、入居者の収入（公営住宅法施行令（昭和 26年政令第 240

号）第１条第３号に規定する収入をいう。）に応じ、別表に定める額と

する。 

３ 入居者は、毎年度別に定める時期までに、市長に収入の状況を申告し

なければならない。 

別表 

入居者の収入（月額） 使用料（月額） 

104,000円以下の場合 15,000円 

104,000円を超え123,000円以下の場合 19,000円 

123,000円を超え139,000円以下の場合 22,000円 

139,000円を超え158,000円以下の場合 26,000円 

158,000円を超え186,000円以下の場合 30,000円 

186,000円を超え214,000円以下の場合 34,000円 

214,000円を超え259,000円以下の場合 39,000円 

259,000円を超える場合 45,000円 

 

▼吹田市立認知症高齢者グループホーム条例施行規則 

（月の途中の入退居に係る使用料の算定） 

第 13 条 月の途中で入居し、又は退居した場合における当該月分の使用

料は、条例別表に規定する使用料の額に、当該月の入居日以後又は退居

日以前の日数を当該月の日数で除した値を乗じて得た額（その額に１円

未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。 

最近改正年月日 － 

 


